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序     文 
 

 チリ共和国（以下、「チリ」と記す）の食品産業界では、近年、生産量の増加、生産の多様化、

新技術の導入により変化が著しい一方で、食品製造過程における衛生管理システムがそのような

状況に対応しきれていないという課題があります。これに対して同国では、GMP（製造管理及び

品質管理規則）やHACCP（危害分析重要管理点方式）等を積極的に導入することで、衛生管理規

則の強化を図っています。そうした背景のもと、チリ政府から食品安全行政機関の能力強化を目

的とした技術協力プロジェクトが要請され、2005 年 12 月から「チリ食品安全国家プログラム強

化プロジェクト」が開始されました。 

本プロジェクトでは、チリ国内で流通する食品の安全性が向上し、国内消費者の健康保護の水

準が高まることを上位目標とし、食品安全国家プログラムの実施体制の強化をめざしています。

そのために、HACCP基礎研修や監視研修の実施、食品検査技術の移転などの活動を行ってきまし

た。 

 今般、プロジェクト開始から１年半の中間地点にあたり、中間評価調査団を派遣し、プロジェ

クトの進捗状況の確認、評価５項目による評価を行いました。評価の結果、プロジェクトは概ね

順調に進展しており、チリ側の食品安全確保を重視する方針を鑑みれば、十分自立発展性が期待

できると考えます。 

本報告書は、調査団の調査・評価結果をまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあ

たって活用されることを願うものです。 

 ここに、本調査にご協力いただいた外務省、厚生労働省をはじめ、内外の関係各機関の方々に

深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成 19 年８月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 菊地 文夫 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：チリ共和国 案件名：チリ共和国食品安全国家プログラム強化プ

ロジェクト 

分野：その他 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部第四グループ（保健

２）保健人材育成チーム 

協力金額（2007 年８月現在）：計 191,635 千円 

先方関係機関：厚生省 

（英）Ministry of Health 
（西）Ministerio de Salud 

日本側協力機関名：厚生労働省、横浜検疫所 

協力期間：2005 年 12 月 15 日～2008 年 12

月 14 日 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

チリの食品業界は、規模の拡大、生産の多様化、新しい技術の導入等の環境の変化に直面してい

る。しかしながら食品安全システムは同様の速度で発展しているとは言えない。試験分析技術が十

分な水準に達しておらず、衛生検査機関の整備不足もあり、市場に出回っている食品に対して十分

な規制措置が取れていない。また、先進国をはじめとして多くの国が HACCP（Hazard Analysis and
Critical Control Point：危害分析重要管理点方式）等、食品製造過程における衛生管理システムを

積極的に導入・普及していることから、チリ政府も国内食品産業界において衛生管理規制の強化

（HACCP の義務化）を行う予定であるが、食品産業界の指導・監視にあたる食品衛生監視官の能

力不足が懸念されている。そのため、チリ政府から同国における食品安全行政機関の能力向上を目

的とした技術協力プロジェクトが要請され、事前評価調査の結果、チリ厚生省と公衆衛生研究所

（Instituto de Salud Pública：ISP）を主たる対象機関とし、チリにおける食品安全行政システムの

機能強化のための技術支援と人材育成支援が 2005 年 12 月に開始された。 

プロジェクト期間の中間地点を迎えた 2007 年６月、中間評価調査団が派遣され、事前調査で策

定された計画〔プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）〕に沿っ

てその後の進捗状況を確認し評価を行い、調査結果を踏まえ、今後のプロジェクトの方向性をチリ

側と協議し、プロジェクトの後半における活動の再検討と修正を行った。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

チリ国内で流通する食品の安全性が向上し、チリ国内消費者の健康保護の水準が高まる。 

 

（２）プロジェクト目標 

チリの食品安全国家プログラムの実施体制が強化される。 

 

（３）アウトプット 

アウトプット１：食品衛生監視員の能力が向上し、監視・指導の水準が高度化する。 

アウトプット２：協力対象ラボ（検査室）における食品検査能力が向上する。 

アウトプット３：厚生省による適切な国家食品モニタリング計画の策定が可能になる。 

アウトプット４：チリの食品安全国家プログラムのマネージメントが強化される。 

 

 

 



１－３ 投入（2007 年７月現在） 

（１）日本側 

１）専門家派遣 

長期専門家は、プロジェクト開始当初から中間評価時点まで、チーフアドバイザー、業務

調整員の２名を派遣している。また、HACCP、残留動物薬、マイコトキシンの分野で計５

名の短期専門家を派遣した。 

２）研修員受入れ 

厚生省、ISP、省庁州事務局（Secretarías Regionales Ministeriales：SEREMI）の計９名を

対象にカウンターパート（C/P）研修を実施した。 

３）機材供与 

中間評価時点で、高速液体クロマトグラフ、安全キャビネット等６点の機材供与を行って

いる。プロジェクト期間中に更に４点の機材を供与する予定で、手続き中である。 

４）プロジェクト関係費用 

日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。プロジェクト開始からの支出費用の

合計は、2007 年度の予定を含み約 1,692 万円。 

 

（２）チリ側 

１）カウンターパート配置 

プロジェクト・ディレクター以下、合計 25 名の C/P を配置した。 

２）ローカルコスト 

厚生省、ISP、SEREMI は、機材設置のためのラボ（検査室）改装費用等、計 424,396,123
ペソを支出した（１US$＝525.00 ペソ＝¥121.59：2007 年７月 JICA レート）。その他、厚生

省内に長期専門家の活動スペースと必要な家具類を用意し、長期・短期専門家の活動に必要

な資機材を提供した。 

２．終了時評価調査団の概要 

調査者 １．竹本 啓一（団長／総括） 国際協力機構人間開発部保健人材育成チーム長 

２．桑崎 俊昭 小樽検疫所所長 

  （HACCP・食品安全行政） 

３．宮田 昌弘（食品検査） 横浜検疫所輸入食品検疫・検査センター統括検査官

４．神藤 はるか（協力計画） 国際協力機構人間開発部保健人材育成チーム 

５．田中 恵理香（評価分析） ㈱グローバルリンクマネージメント社会開発部研

究員 

６．鈴木 ひろ子（通訳） 現地参加 

調査期間 2007 年６月 23 日～2007 年７月 15 日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績 

（１）アウトプット１：食品衛生監視員の能力が向上し、監視・指導の水準が高度化する。 

食品衛生監視員の能力には明確な向上が認められる。HACCP の基礎及び監視技術の研修に

参加したすべての受講者が所定の知識を得たことが研修最終日の理解度テストで確認された。

これにより、監視員は主として予防的概念に基づいた監視の実施、また食品製造ラインにおけ

る企業が適用している衛生管理ツールの監視ができるようになった。また、企業が自主的に行

っている HACCP 活動に関する監視・指導を向上させるため、プロジェクトの活動の一環とし

て HACCP 監視マニュアルの開発に着手しており、2007 年 12 月に完成する予定である。 

 

 



（２）アウトプット２：協力対象ラボ（検査室）における食品検査能力が向上する。 

対象ラボ（＝検査室）における食品検査水準は向上しつつある。プロジェクトの活動により、

チリ側 C/P は、ノロウィルスと腸炎ビブリオの検出ができるようになった。また、微生物に関

する本邦研修が実施され、微生物検査能力が向上した。ISP、首都圏 SEREMI、テムコの４名

の分析官が、以前はできなかった６種類の残留動物薬検出分析の実施ができるようになり、ISP
と３つのラボ（検査室）の６名の分析官が６種類のマイコトキシンの検出ができるようになっ

た。さらに、チリ側担当者が分析に必要な機材の操作ができるようになり、以前は行っていな

かった残留動物薬とマイコトキシンの分析方法が実施されている。短期専門家の活動中に、初

めて小麦粉の検体から高濃度のオクラトキシンが検出されたことも、検査能力の向上を示して

おり、このことが食品安全の向上に資するものと考えられる。ラボ（検査室）における検査処

理数（指標 2-3）は、聞き取りによれば、プロジェクト開始以降、顕著な増加が認められる。

今後は、ISO17025 認定（内部精度管理・外部精度管理）の取得を通じて、更に継続的プログ

ラムを実施することが必要である。 

 

（３）アウトプット３：厚生省による適切な国家食品モニタリング計画の策定が可能になる。 

国家食品モニタリング計画の策定準備は順調に進んでおり、2008 年に完了する予定である。

パイロットプロジェクトとして、残留動物薬とマイコトキシンに関するモニタリング計画が策

定されまもなく試行される予定である。 

 

（４）アウトプット４：チリの食品安全国家プログラムのマネージメントが強化される。 

日本人専門家の助言やプロジェクトでの協議を通して食品安全プログラムのマネージメン

ト能力は向上するものと見込まれる。モニタリングの計画手法、登録・フォローアップ手法、

赤潮発生時の食品管理手法、輸入食品のサンプリング手法等に関する知識が向上した。食品安

全行政の一環として、厚生省では 2005 年 12 月より地方食品安全担当課長技術会議を定期的に

開催しており、こうした定期的な技術会議が食品安全行政を強化するための場として活用され

ている。さらに、食中毒防止キャンペーンや食品安全関連セミナーが開催されている。 

 

３－２ 実施のプロセス 

 活動はおおむね当初の予定通り実施されている。チリ側ステークホルダーの高い関心・モチベー

ションと日本側の適切な専門性がプロジェクト活動の円滑な活動を促進している。チリ側のモチベ

ーションは非常に高く、プロジェクトに必要な予算と人材を配置した。チリ側と日本側のコミュニ

ケーションは良好である。毎週定例会を開催し、プロジェクトの進捗状況をモニタリングし関係者

の間で情報共有を行っている。ISP、SEREMI を含む厚生省内の調整は、プロジェクトの進展に伴

い向上している。厚生省本省の担当者らの話によると、プロジェクト期間の前半ではまず厚生省本

省の中での体制作りを優先させており、ISP や SEREMI との関係はプロジェクトの後半に更に強化

していく予定であるとのことで、より効果的なプロジェクト実施のためには、更にコミュニケーシ

ョンの向上を図ることが望ましいと思料される。JICA 本部と JICA チリ事務所はプロジェクトに必

要な情報提供と支援を適切に行っている。企業、産業組合、科学関連学会等民間セクターはプロジ

ェクトに高い関心を示しており、プロジェクトに対し有益な協力を提供している。 

 プロジェクトの進捗にあたり外部条件の影響はあまり見受けられない。ISP の１名が研修受講後

に配置転換となったが、現在のところプロジェクト全体の進行に大きな影響を与えてはいない。 

 プロジェクトの進捗に伴い、プロジェクトではその成果や環境の変化を考慮し PDM を見直し改

訂した。 

 

 

 



３－３ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

チリのニーズとチリ側・日本側の政策に照らし、妥当性は高い。 

チリの政策においては、消費者保護のため、食品安全行政の向上は重要視されている。2005

年に保健改革の一環として、厚生省が組織改編され、これまで１名の次官が全体を統括してい

たが、公衆衛生部門が独立し、公衆衛生担当次官と保健ネットワーク担当次官の２名の次官が

配置されるようになった。これは、チリ政府の公衆衛生をより重視することになった姿勢を示

している。公衆衛生の中でも、食品衛生は消費者の健康に直接関連していることから優先課題

とされており、2000 年に策定された「2000～2010 年における健康指標」において達成すべき

目標として食品安全が重要課題にあげられている。現在、食品安全を取り巻く環境は、食品生

産の増加や多様化、食品製造に係る新たな技術の導入などの変化に直面している。このような

背景のもと、食品安全行政の向上が求められている。 

日本側としては、チリに対する政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）の４

つの重点分野のうちのひとつが、環境保全と健康改善になっており、この中に食品安全が含ま

れている。食品安全行政に関する協力は、日本の ODA 政策に照らしても妥当性が高い。 

 

（２）有効性 

有効性は高い。アウトプットは、期待通り順調に達成されつつあり、HACCP 導入とモニタ

リング計画策定の準備が順調に進んでおり、2006 年９月に、HACCP 導入を義務化する規則の

改定が承認された。2008 年３月には HACCP 導入の義務化が施行され、2008 年に国家モニタ

リングプランが実施されることになっている。また、研修等により食品検査能力も向上してい

る。今後もプロジェクトが順調に進捗すれば、食品安全国家プログラムの実施体制強化という

プロジェクト目標達成の見込みは高い。 

４つのアウトプットはプロジェクト目標に論理的に関連しており、プロジェクト目標達成に

貢献している。 

 

（３）効率性 

効率性はおおむね高い。投入は、おおむね効率的に活用されアウトプットを達成するために

貢献している。効率的な投入により、予定されたアウトプットは達成される見込みである。 

チリ側は、適切な数の職員をプロジェクトに配置した。配置された C/P は、適切な専門性を

持ちプロジェクト遂行にあたった。また、プロジェクトに必要なコストと資機材を提供した。

さらに、供与機材の設置に必要なラボ（検査室）の改装にかかる費用負担と必要な手配をチリ

側が行った。これら投入により、プロジェクト活動が円滑に実施されている。 

日本側は予定されていた投入を実施した。必要なローカルコストは計画通りに支出されてい

る。専門家が技術支援を行った結果、チリ側 C/P が必要な知識と技術を獲得できた。チリ側か

らは、日本人専門家による HACCP 研修に監査の実習がより多く含まれていればよかったとい

う提案があり、実習時間を多くとれれば、より効果的であったと考えられる。また、研修内容

が多いわりに派遣期間が短かったとされる研修もあった。C/P 研修は適切に実施され、受講者

は研修により得た知識や技術を日常業務で活用している。 

供与機材の活用状況はほぼ良好である。供与機材のうち１点、最近納入された高速液体クロ

マトグラフ／タンデム質量分析計（High-Performance Liquid Chromatograph/Tandem Mass
Spectrometer：通称 LC/MS/MS）は、真空ポンプに障害があり、また、設置後最適化に向けて

の調整の過程にあることから、LC/MS/MS が不安定で、現在のところ期待されていた効率性を

最大限に発揮するには至っていない。これにより、プロジェクト全体の進捗に大きな影響を与

えたわけではないが、2007 年３月から４月にかけて派遣された短期専門家は、予定されてい

た活動のすべてを完了することができなかった（未完の活動については、専門家帰国後、メー



ル等のやり取りでフォローしている）。機材は評価調査時点で、最適化に向けての調整が続い

ており、障害のある部品は保証での交換が予定されていた。障害が復旧し、最適化作業が完了

すれば、LC/MS/MS は完全に効率的な状態で稼動し活用される見込みである。短期専門家の派

遣時期をこのタイミングとあわせ調整できれば、より効率的であったと考えられる。上記

LC/MS/MS 以外の機材は良好に作動しており、維持管理状況も良い。また、これら機材は十分

に活用され、成果達成に貢献しているといえる。 

日本人専門家、チリ側 C/P ともに予定された活動を実施している。日本人専門家は適切な専

門性を持ち、技術移転が順調に行われている。チリ側 C/P は通常業務で多忙にもかかわらず、

プロジェクトに対し高い意欲を持って必要な時間を割き活動に参加しており、成果の順調な達

成に貢献している。プロジェクトの研修に参加した分析官のうち１名が、研修後に異動になり、

研修当時想定されていた業務についていない。こうした人事異動は、チリ側のやむをえない事

情はあるにせよ、投入の効率性を高めていくうえで今後の課題になると思われる。 

合同調整委員会は、2006 年９月に開催され、プロジェクトの進捗を確認しその後のプロジ

ェクト計画を協議する機会として有用であった。合同調整委員会は年１回開催することになっ

ている。 

投入をより効率的にアウトプットに結びつけるため、今後の活動上の主な課題は、HACCP
監視マニュアルの作成と国家モニタリングプランの実施を確実かつ適切に行うことである。 

 

（４）インパクト 

高い正のインパクトが見込める。 

現在のプロジェクトの進捗が維持され、引続きプロジェクトによる成果を持続させる努力が

なされれば、上位目標達成の見込みはかなり高い。上位目標達成のためには、食品関連企業に

よる HACCP 遵守状況をモニタリングすること、及び本プロジェクトに関する指標のデータ収

集を開始し、上位目標達成に向けより適切なプロジェクトのモニタリングを行っていくことが

重要である。 

予期せぬ正のインパクトがいくつか認められる。まず、民間企業や企業組合等を含めた食品

安全にかかわる機関の協力が強化されたことがあげられる。さらに、本プロジェクトの実施に

より、厚生省のラボ（検査室）におけるインフラ整備と機材交換のプログラムが促進された。

これは、厚生省独自のプログラムであるが、本プロジェクトの事前調査の際にラボ（検査室）

の調査を行ったことがきっかけとなり、全国の厚生省管轄下のラボ（検査室）の分類を行った

うえ、ラボ（検査室）の施設の整備を進めているもので、2007 年末に整備が完了する予定で

ある。また、本プロジェクトはチリ国内を対象としたものであり、国外に向けた効果の発現は

本来見込んでいなかったが、これまでのプロジェクトの進捗を見ると、国外に向けてのインパ

クトが期待できそうである。厚生省本省と ISP は、今後食品安全分野において近隣諸国との協

力活動を推進していく予定であるが、これにあたっては、プロジェクトで得た知識を活用する

ことにより、質の高い活動がより一層進められるものと期待されている。また、国内における

食品の安全性が高まったことで、この成果が輸出向け食品にも波及し、将来的には、輸出向け

食品の競争力が高まる可能性が期待されている。 

負のインパクトは特に認められない。 

 

（５）自立発展性 

自立発展性の見込みは高い。チリの政府の食品安全を重視する政策は今後も維持されること

になっており、2010 年までに必要な予算と人員の配置を行う決定を行っている。技術的自立

発展性も高く、研修を受けた職員は既にその知識と技術を SEREMI 内の他の職員に伝達して

おり、厚生省は、技術水準を維持・向上させることを目的としたこうした研修やセミナーを開

催するための予算を配分することを計画している。 



３－４ 効果発現に関する貢献・阻害要因 

順調な進捗の貢献要因がいくつか考えられる。まず、プロジェクトがチリの保健・食品安全政策

と合致していたことがあげられる。このため、チリ側の必要な予算と人員の配置を行うことができ、

また C/P のモチベーションが高かった。一方、日本人専門家も同様にモチベーションが高く適切な

専門性を持ってプロジェクトに取り組んだ。チリ側・日本側双方の努力により、技術移転が順調に

行われ、さらにチリ側はその技術を普及するための努力を始めている。こうしたことから、今後プ

ロジェクトの自立発展性を促進するためには、チリ側食品安全の政策課題を達成するために継続的

に予算と人員を配置すること、研修を受けた監視員や分析官が他の人員に伝達研修を実施すること

を含めた継続研修プログラムを確立することが、重要な要因となるであろう。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトは、順調に進捗しており、アウトプットが発現しつつある。妥当性、有効性は高い。

効率性は、一部の機材が調整中であるほかはおおむね高い。プロジェクトが順調に進捗すれば、プ

ロジェクト目標、上位目標の達成が期待できる。予期していなかったインパクトも見られている。

自立発展性の見込みは高い。プロジェクトの今後の発展のためには、チリ政府が必要な予算と人材

を配置できることが重要である。評価結果を踏まえ、またプロジェクトの進捗に伴い、PDM に関

し、指標の一部及び活動の整理等の修正を行うことが適切と思料され、改訂を行った。 

 

３－６ 提 言 

（１）プロジェクト全体及び HACCP に関する提言 

・上位目標のモニタリングのために、指標に食中毒発生件数を含めるべきである。 

・全国で平準化された監視を実施するため、HACCP 監視のマニュアルをプロジェクトで作成

しているが、2007 年中に作成を完了することが望ましい。 

・地方における HACCP 監視の監督、支援をするため、監視プログラムを作成することが望ま

しい。 

・サンプリング計画にあたっては、短期専門家や本邦研修による支援を行わないため、日本側

から情報提供や助言を受けつつチリ側で作成することとし、またチリ側で食品衛生監視官に

対するサンプリングに関する研修を実施することを提案する。 

・予算、人員の確保については比較的対応できている模様であるが、プロジェクトの自立発展

性のためにも、今後更なる予算・人員の確保をめざすことが望ましい。 

・プロジェクトで基礎／監視コースを受講した技術者は、それぞれの地域で他の監視員の「監

視役」となり指導を行うことが望ましい。また、そのための予算を厚生省で確保することが

望ましい。 

・人事異動について、技術移転をした者についてはその後すぐに異動などにならないように配

慮することが望ましい。やむをえない異動の場合は、十分な引継ぎをすることが重要である。

・国内食品産業に適用される HACCP システムを標準化するため基準を統一することが望ま

しい。そのために、農業省農牧庁（Servicio Agrícola y Ganadero：SAG）、経済省水産庁（Servicio 
Nacional de Pesca：SERNAPESCA）との技術的統合をはかり、HACCP と監視の基本的内容

と手続きを統一していく必要がある。 

・全国の SEREMI において HACCP 監視の専門チームを創設すること、及び厚生省本省の調

整により国内における監視実施の支援と監督を行う専門家チームを創設することを提言す

る。 

・短期専門家派遣時は、技術移転の内容にあった必要な期間を十分検討のうえ、実施するこ

とが望ましい。 

 

 



（２）検査部門に関する提言、提案 

・短期専門家の派遣は、供与機材の設置後、適切なタイミングで行うことが望ましい。 

・LC/MS/MS 等の供与機材については保証期間に限りがあるので（LC/MS/MS で２年）保証期

間終了後の運用管理体制のチリ側による予算化が必要である。 

・修理記録は必ず ISP にて保管すること。仮に一部の機器が集中して故障する場合は、メーカ

ーへのクレーム資料として使用するためである。 

・ISP 及び地方ラボ（検査室）において、機器の運用管理を長期にわたり担当する C/P を配置

することが必要である。（この C/P は、機器の原理、操作方法を理解し、保守を行うほか、

機器の運用管理の技術を他の分析官へ移転する。） 

・メーカーによる機器の使用説明研修を実施することが望ましい。本研修を定期的に実施する

ことにより多くの分析官への技術移転が可能になる。 

・ISP に技術移転された機器の運用管理方法については、確実に地方ラボ（検査室）と共有す

ることが必要である。 

・専門家が派遣された地方ラボ（検査室）は、技術移転された機器の運用管理について、ラボ

（検査室）内で確実に共有することが必要である。 

・適切な国家食品モニタリング計画の早期策定が必要である。 

 



プロジェクトサイトの位置図 
 

Talca

★SANTIAGO／サンチャゴ 
 厚生省健康政策・推進局食品栄養部 
 公衆衛生研究所（ISP) 
★地方保健局環境衛生試験所 
 Valparaiso／バルパライソ（輸入食品分析） 
 Talca／タルカ（農薬分析） 
 Temuco／テムコ（動物用医薬品分析） 
 Puerto Montt／プエルトモン（水産動物薬・貝毒分析）



   

国際協力庁（AGCI）表敬  公衆衛生研究所（ISP）表敬 

   

供与機材の確認（ISP）  合同評価委員会 

   

HACCP研修受講者インタビュー  と畜場視察（テムコ） 

 



 
   

テムコ・ラボ（検査室）視察  合同評価レポートへの署名 

   

合同調整委員会  ミニッツへの署名（合同調整委員会） 
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第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（１）経緯 

「チリ食品安全国家プログラム強化プロジェクト」は、過去二度の事前評価調査団の派遣

を踏まえ、2005 年 12 月から開始した。 

本プロジェクトの目的は、チリ共和国（以下、「チリ」と記す）の食品安全国家プログラム

の実施体制が強化されることである。プロジェクト目標の達成に向け、具体的にはHACCP
（Hazard Analysis and Critical Control Point：危害分析重要管理点方式）監視の任を負う食品衛

生監視官の育成（食品産業界に対する行政の監視・指導水準の向上）、中央及び地方の食品検

査試験機関における検査技術の向上、厚生省（Ministerio de salud：MINSAL）の政策策定能

力の強化（国家食品モニタリング計画の策定）に向けた活動を実施している。また、プロジ

ェクト活動全般を補完し、食品安全行政の実施体制を強化するために、我が国の経験に基づ

いた食品安全政策に係る助言及び技術的な支援を行っている。 

本プロジェクトはチリ、日本双方の合意のもとに作成されたプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画表（Plan of Operation：PO）に沿って実

施中であるが、現在開始から約１年半の中間地点を迎えており、これまでのプロジェクトの

進捗、達成状況を評価するため、今般、中間評価調査団を派遣する運びとなった。 

 

（２）目的 

１）PDM、POに沿ってプロジェクトの進捗状況を確認するとともに、これまでの達成状況を

評価５項目に沿って評価する。 

２）プロジェクトの成果の促進要因と阻害要因を分析する。 

３）上記評価・分析結果を基に、①今後のプロジェクトの方向性及び、②問題点が明らかに

なった場合、その解決策について、チリ側と協議し、必要に応じて、PDM、POの修正を行

う。 

４）以上の調査結果を取りまとめ、合同評価報告書を作成する。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（１）調査団構成及び調査期間 

担 当 氏 名 所 属 現地日程 

竹本 啓一 団長／総括 JICA人間開発部保健人材育成チーム長 2007 年  

７/２～７/13 

桑崎 俊昭  HACCP／ 

食品安全行政 

小樽検疫所所長 ７/２～７/13 

宮田 昌弘  食品検査 横浜検疫所輸入食品検疫・検査センター  

統括検査官 

７/２～７/13 

田中 恵理香 評価分析 （株）グローバルリンク・マネジメント  

社会開発部研究員 

６/24～７/13 
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神藤 はるか 協力計画 JICA人間開発部保健人材育成チーム ７/２～７/13 

鈴木 ひろ子 通 訳 現地参加 ６/25～７/13 

 

（２）調査行程 

2007 年６月 23 日（土）～７月 15 日（日）（現地期間：６月 25 日～７月 13 日） 

 日 付 時 間 活 動 

１ ６／24（日） 11:20 田中団員着 

２ ６／25（月） 9:30-10:30 チリ駐在員事務所・日本人専門家との打合せ 

  11:00-11:30 厚生省健康政策・推進局局長及び食品栄養部長への表敬 

  11:30-13:00 厚生省食品栄養部カウンターパート（C/P）との打合せ 

  15:00-16:00 日本人専門家チームとの打合せ 

３ ６／26（火） 9:30-10:30 C/Pへのインタビュー 

  10:30-12:00 
専門家チームからプロジェクト進捗についてのプレゼンテーシ

ョン 

  12:00-13:00 日本人専門家へのインタビュー 

  15:00-17:00 C/Pへのインタビュー 

４ ６／27（水） 9:00-12:30 C/Pへのインタビュー 

  15:00-16:30 チリ側評価委員との事前打合せ 

５ ６／28（木） 9:00-9:30 公衆衛生研究所（ISP）所長表敬 

  9:30-13:00 C/Pへのインタビュー 

  15:00-16:00 食品安全委員会事務局長へのインタビュー 

  16:30-17:30 農業省農牧庁（SAG）家畜衛生部部長へのインタビュー 

６ ６／29（金） 9:00 サンチャゴ→バルパライソ移動（陸路） 

  11:00-13:00 厚生省バルパライソ州支所（SEREMI）表敬 

  11:30-13:00 HACCP研修受講者へのインタビュー 

  15:00-16:30 
食品中毒物質分析研修受講者へのインタビュー、ラボラトリー

（検査室）視察 

  16:30 バルパライソ→サンチャゴ移動 

７ ６／30（土） 終日 資料整理 

８ ７／１（日） 終日 資料整理 

９ ７／２（月） 11:20 官団員到着団内打合せ 

  16:00-20:00 団内打合せ及び南リーダーとの打合せ 

10 ７／３（火） 9:15-10:15 JICAチリ駐在員事務所・日本人専門家との打合せ 

  10:50-11:15 在チリ日本大使館表敬 
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  12:45-13:15 国際協力庁（AGCI）表敬 

  15:30-18:30 チリ食品産業組合代表インタビュー（田中団員のみ） 

  16:05-17:00 公衆衛生研究所（ISP）所長表敬 

  17:00-18:00 ラボ（検査室）視察、供与機材使用状況確認 

11 ７／４（水） 9:30-13:00 第１回合同評価委員会 

  14:45-15:15 厚生次官代理表敬 

  15:30-17:00 
厚生省の政策・方針、組織の動向、プロジェクト終了後の展望に

ついて意見交換 

12 ７／５（木） 9:50-13:30 第２回合同評価委員会 

  15:00-17:00 PDM・PO案の確認、プロジェクトの課題の整理 

13 ７／６（金） 9:15 サンチャゴ発→10：30 テムコ着 

  11:10-12:10 
第９州アラウカニア州厚生省地方事務局（SEREMIS）長代理表敬

HACCP研修を受講した食品衛生監視官のインタビュー 

  15:10-16:30 食肉製品製造施設の指導状況の視察 

  17:00-18:30 ラボ（検査室）視察、検査コース受講者へのインタビュー  

14 ７／７（土） 16:30 テムコ発→18：35 サンチャゴ着 

15 ７／８（日） 終日 資料整理 

16 ７／９（月） 10:00-13:00 PO、PDMの確認 

  15:00-18:00 厚生省との個別協議 

17 ７／10（火） 10:00 厚生省との個別協議（報告書案の検討） 

＊宮田団員のみ、ISPにて今後の研修等についての詳細打合せ（終

日） 

  15:00-18:00 C/Pとの打合せ（報告書案検討） 

18 ７／11（水） 9:30-13:00 C/Pとの打合せ（報告書修正版確認） 

  15:00-16:30 第３回合同評価委員会（報告書修正版確認） 

19 ７／12（木） 9:30 合同調整委員会の準備 

  15:45-17:00 合同調整委員会、ミニッツ署名 

20 ７／13（金） 10:00 JICAチリ駐在員事務所への報告 

  11:30 在チリ日本大使館への報告 

  21:10 サンチャゴ発（LA600）→７／15 成田着 

 

１－３ 主要面談者 

＜チリ側＞ 

（１）厚生省（Ministerio de salud：MINSAL） 

Pedro Crocco 厚生次官代理（疾病管理局長） 

Helia Molina 健康政策・推進局局長 

Osvaldo Salgado 国際協力室室長 
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Jose Miguel Huerta 国際協力室日本担当官 

Tito Pizarro 食品栄養部長 

Silvia Baeza 健康政策・推進局食品栄養部専門職員 

Carlos Pavletic 健康政策・推進局食品栄養部専門職員 

Alejandra Vaquero 健康政策・推進局食品栄養部専門職員 

Hugo Schenone 健康政策・推進局食品栄養部専門職員 

Andrea Olea 疫学部監視ユニット長 

 

（２）公衆衛生研究所（Instituto de Salud Pública：ISP） 

Ingrid Heitmann 所 長 

Maria Cristina Martínez 環境衛生部長 

Orialis Villarroel 環境衛生部食品課長 

Mariana Fernández 環境衛生部部門品質担当 

Luis Roa 環境衛生部食品課食品化学検査官 

Isabel Ormazabal 環境衛生部食品課検査技師 

Doris Carbone 環境衛生部食品課検査技師 

 

（３）国際協力庁（Agencia de Cooperación Internacional de Chile：AGCI） 

Margaret Ciampi 長官代理 

 

（４）合同評価委員会メンバー 

Manuel Espinoza（団長・総括） チリ食品衛生微生物学会会長 

Marcelo Ulloa（HACCP） 厚生省首都圏州保健局と畜場検査担当官 

David Fuentes（食品検査） 厚生省首都圏州保健局試験所長 

Pedro Acuña（食品安全行政） 厚生省健康政策局食品栄養部専門職員 

Ivan Mertens（協力計画） 国際協力庁二国間マルチ協力部日本担当官 

 

（５）食品安全委員会（評価分析団員のみ） 

Cesar Ladron de Guevara 事務局長 

 

（６）農業省農牧庁（Servicio Agrícola y Ganadero：SAG）（評価分析団員のみ） 

Claudio Ternicier  家畜保護局長 

 

（７）チリ製造業振興会（SOFOFA）（評価分析団員のみ） 

María Soledad Bengoa 厚 生 省 食 品 衛 生 規 則 委 員 会 メ ン バ ー

SOFOFA代表 

 

（８）バルパライソ省庁州事務局（Secretarías Regionales Ministeriales：SEREMI）（第５州）（評価

分析団員のみ） 

Juan Carlos González 保健局長代理 
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Roberto Bravo 総務部長 

Paulina Tapia 衛生活動部食品計画・人畜共通伝染病技術

担当 

Sandra Sastudillo 衛生活動部食品衛生監視官 

Isabel Ceron 衛生活動部食品衛生監視官 

Virginia Montenegro ビニャデルマル試験所長 
Carolina González 広報担当 

 

（９）マウレSEREMI（第７州） 

Sofía Ruz 保健局長 
Jaime López タルカ試験所食品化学分析官 

 

（10）アラウカニアSEREMI（第９州） 

César Torrez 保健局長 
Vìctor Iturra 保健局長代理（衛生活動部長） 
Luis Roger 衛生活動部食品計画・人畜共通伝染病担当

補佐 
Ruth Neira テムコ支部衛生活動室長 
Luis Quintana テムコ試験所長 
Javier Asencio テムコ試験所食品化学検査官 

 

＜日本側＞ 

（１）在チリ日本大使館 

林  渉 大 使 

今井 泰志 参事官 

米田 太一 一等書記官 

杉本 孝信 一等書記官 

津永 博 二等書記官 

高橋 恒 専門調査員 

大久保 わこ 経済・技術協力担当補佐 

 

（２）JICAチリ駐在員事務所 

河野 文男 所 長 

西木 広志 次 長 

小林 としみ ナショナルスタッフ 

一ノ戸 田端子 ナショナルスタッフ 
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第２章 中間評価の方法 
 

２－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

本評価調査は、JICAのプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：
PCM）の評価手法を用いて実施した。PCMを用いた評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に

配置したPDMに基づいた評価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、

③「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの評価の観点（評価５項目）

からの収集データの分析、④分析結果からの提言・教訓の導出、という流れからなっている。 

PDMの概要については、表２－１のとおりである。 

 

表２－１ PDMの概要 

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 
プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な

目標であり、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト

アウトプット 
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければ

ならない、短期的かつ直接的な目標 

活動 
アウトプットの目標を達成するために投入を効果的に用いて行う具

体的な行為 

指標 
プロジェクトのアウトプット、目標及び上位目標の達成度を測るもの

で、客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ・ソース 

外部条件 
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクト

ではコントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 

 

調査にあたっては、プロジェクト専門家、機材設置技師、チリ側C/P及び厚生省、ISP、SEREMI
等、関連機関担当者に対する質問票によるサーベイとインタビューを行った。また、対象４か所

のSEREMI及びラボ（検査室）のうち、バルパライソとテムコの２か所のSEREMIを訪問し、ラボ

（検査室）等関連施設の視察を行った。 

 

２－２ 評価５項目について 

本評価調査における評価５項目の定義は次のとおりである。 
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表２－２ 評価５項目 

妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかを、

チリ政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性の観点から検

討する。 

有効性 プロジェクトのアウトプットの達成の度合い、及びアウトプットがプロジェ

クト目標の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量の

観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 

自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続される

か、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制度

的（政策的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発展性

の見込みを考察する。 

 

２－３ 評価のデザイン 

 評価のデザインを策定するにあたり、討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM、PO、

調査団報告書、専門家報告書、その他プロジェクト関連文書等に基づき、評価項目案を作成し評

価グリッドにまとめた。評価項目は、評価分析団員が、評価調査団及びプロジェクト関係者との

協議を経て確定されたものである。主な評価項目は、表２－３に示すとおりである。評価グリッ

ドの詳細は付属資料５のとおり。なお、評価は、R/D添付のPDM0 とPO（合同評価レポートANNEX
１）に基づいて実施した。 

 

表２－３ 評価項目 

評価設問 ５項目その

他の基準 大項目 小項目 

チリ側 

 C/Pとスタッフの配置 

 資機材の提供 

 ローカルコスト 

日本側 

 専門家派遣 

 資機材の供与 

 C/P研修 

投入の予定は予定通りか 

 ローカルコスト支援 

アウトプット１：食品衛生監視員の能力が向上し、監

視・指導の水準が高度化する 

実績の検証 

アウトプットは達成されて

いるか 

アウトプット２：協力対象ラボ（検査室）における食

品検査能力が向上する 
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アウトプット３：厚生省による適切な国家食品モニタ

リング計画の策定が可能になる 

 

アウトプット４：チリの食品安全国家プログラムのマ

ネージメントが強化される 

プロジェクト目標は達成さ

れる見込みか 

チリの食品安全国家プログラムの実施体制が強化さ

れる 

 

上位目標の達成の見込みは

あるか 

チリ国内で流通する食品の安全性が向上し、チリ国内

消費者の健康保護の水準が高まる 

活動は予定通り行われたか 活動の進捗状況は予定通り

か 
活動の進捗に影響を与えた要因は何か 

モニタリングのしくみは適切か 

PDMの修正は適切に行われたか 

外部条件の変化に応じた対応は行われたか 

モニタリングは適切に実施

されているか 

JICA本部・在外事務所はモニタリング機能を適切に果

たしたか 

専門家とC/Pのコミュニケーションは円滑に行われた

か 

専門家とC/Pの関係は適切

か 

問題が生じた際に適切な解決方法がとられたか 

C/Pのイニシアティブは高いか 

実施プロセ

スの検証 

相手国実施機関のオーナー

シップは高いか 

 
プロジェクト実施に際し適切な予算配分・人材配置を

行っているか 

チリの開発計画に照らした上位目標とプロジェクト

目標の妥当性 

チリのニーズに照らした上位目標とプロジェクト目

標の妥当性 

妥当性 上位目標とプロジェクト目

標はドナーと相手国の政策

及びターゲットグループの

ニーズと整合しているか 

日本のODA政策に照らした上位目標とプロジェクト

目標の妥当性 

プロジェクト目標の達成度 

各アウトプットのプロジェクト目標達成との関連性 

活動・アウトプット・プロジェクト目標の関係の適切

性・論理性 

有効性 プロジェクトの実施により、

期待される効果が得られて

いるか。プロジェクトは有効

であるか 

外部条件の影響 

日本側投入の適切性 投入の規模、時期、コスト、

効果は適切であったか 
チリ側投入の適切性 

投入の活用度 投入はどのように活用され

管理されたか 
プロジェクト運営管理体制 

アウトプットの達成度 

効率性 

アウトプットは十分達成さ

れているか 
外部条件の影響 

上位目標達成の見込み インパクト プロジェクト実施の効果は

あるか 
上位目標の達成はプロジェクト目標の達成によりも

たらされるか 
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予期しなかった正のインパクト 予期しないインパクトが見

られたか 
予期しなかった負のインパクト 

 

外部条件の影響を受けたか 外部条件の影響 

制度的（政策的）側面 

財政的側面 

プロジェクトの便益はプロ

ジェクト終了後も持続する

見込みか 

技術的側面 

自立発展性 

自立発展性に関する貢献要

因・阻害要因は何か 

貢献要因・阻害要因 

 

評価グリッドに基づき、アンケートを作成しインタビューを行った。その結果を評価グリッド

の結果としてまとめ、現地における合同評価委員会において、チリ側と協議のうえ、内容を合意

した。合意された評価グリッドの内容に基づき、合同評価レポートを双方で協議し署名を行った。

作成したアンケートを付属資料３に、アンケートの集計結果を付属資料４に示す。評価グリッド

の各項目に対してチリ側と合意した結果については、合同評価レポートのANNEX９を参照。 

 なお、プロジェクト活動を客観的に評価するために、今回のチリ側評価チームは、プロジェク

トのC/Pではないが、プロジェクト活動に関係している関連部署のほうで構成されていた。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 団長所感 

（１）全体所感 

今回の調査は、プロジェクト開始から１年半を経て中間地点に差しかかったことからこれ

までの実績を評価し、残りの期間で当初目標を達成することをめざすため実施したものであ

る。全体的な所感として、今回一部PDM、POを改定したものの、プロジェクトはおおむね当

初計画通り順調に進展しており、今後チリ側が予算や人員配置において更なる努力を行って

いけば、自立発展に向け大きな弾みとなっていくものと考える。 

 

（２）先方への表敬 

調査団はAGCI（Ivan Mertens日本担当官）、厚生省（次官代理としてPedro Crocco疾病管理

局長）、ISP（Ingrid Heitmann所長）等の関係機関を表敬したが、先方の本プロジェクト評価

は高いものであった。本プロジェクトはHACCP導入支援とISPを中心としたラボ（検査室）

ネットワークでの食品検査技術向上が大きな柱となっており、食品安全性確保の重要性から

チリ側は高い関心を示している。なお、表敬の際、調査団からチリ側に、技術移転を受けた

C/P等人員を適切に配置し、技術移転の成果を十分に活用するとともに、必要な予算確保にも

十分配慮してほしい旨申し入れた。 

 

（３）合同評価について 

１）今回、チリ側は食品衛生微生物学会会長であるManuel Espinoza氏を委員長とした評価委

員会を設置し、ここに厚生省健康政策・推進局食品栄養部のSilvia Baeza氏、Carlos Pavletic
氏が加わり、合同評価委員会が開催された。そして 11 日の第３回目合同評価委員会におい

てManuel Espinoza委員長との間で合同評価報告書が署名され、評価結果及び改定PDM・PO
については、12 日開催の合同調査委員会で承認され、ミニッツの形でHelia Molina健康政

策・推進局長との間で署名・交換を行った。 

２）合同評価では、事前に来チしていた評価分析団員がアンケートやインタビューを基に作

成した評価グリッドを日本側から提示し、これに沿った形で評価が進められた。おおむね

投入は予定通り行われており、アウトプット（成果）についても、一部指標がとれていな

かったり、活動が行われていないものがあったが、それらを除けばおおむね順調に達成さ

れていた。指標が具体的でなかったり活動が行われていない項目については、後述のよう

にPDMやPOを見直し、今後適切な形で進捗するよう修正を行った。なお、HACCPや食品

検査技術向上の各分野における評価、また５項目評価の詳細については他団員からの報告

に譲りたい。 

 

（４）評価に基づく主要な提言 

１）チリ側が予算と人員を適切に確保・配置し、セミナー等による技術伝達継続が必要。 

２）SAGや水産庁（Servicio Nacional de Pesca：SERNAPESCA）は、輸出の観点から既にHACCP
を導入。厚生省がこれら経験を取り入れるため、関係機関の定期会合開催が必要。ただし、

SAG等のHACCPは、必ずしも厚生省が想定しているものと一致していないため、国内
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HACCP標準化のためにも情報交換・共有を促進すべきである。 

３）研修を受けたC/Pは成果を活かせるポジションにとどまることが必要（技術移転を受けた

C/Pが修得技術を活かせないポジションに異動した背景あり）。 

 

（４）ラボ（検査室）関連の主な提言 

１）供与機材の今後の維持管理について、チリ側で予算確保すべき。 

２）地方ラボ（検査室）も含め機材方法・維持管理を長期にわたって担当する人員を配置す

べき。 

３）機材に係る技術移転の成果は、地方ラボ（検査室）へも伝達するよう努めるとともに、

専門家の技術移転を受けた地方ラボ（検査室）においてもラボ（検査室）内で成果共有に

努めるべき。 

４）専門家の派遣と供与機材の設置時期とのタイミングをあわせることが必要（機材設置時

の調整に時間がかかり、短期専門家の活動に支障あった経緯あり）。 

 

（５）PDMの改定 

評価結果・提言を受けPDM改定が行われ、達成状況を測る指標をできるだけ具体的かつ数

値化することに留意した。その他、主要なPDM変更点として、当初HACCP監視・指導水準向

上のための活動として、HACCPモデル作成・普及が入っていたが、改定にあたり監視マニュ

アル作成に置き換えられた。これは今回の調査で、チリ側にモデル作成ニーズがないことが

確認され、よりニーズの高い活動に置き換えたもの。また、国家食品モニタリング計画策定

のための活動を、サンプリング技術研修の実施、サンプリング手順マニュアルの作成に変更

した。特に技術研修については、現状では専門家や本邦研修は想定せず、プロジェクトを通

じた日本の経験や情報提供にとどめ、研修はチリ側で実施することとした。 

 

（６）POの改定 

改定PDMの活動に対応する形で計画見直しを行った。今後の検査技術移転の計画を明確に

するため、対象物質等についても議論を行った。特に、「ヒ素・メチル水銀」に関し、先方要

望に対する日本側対応の可否が明確でなかったため、POに載せるものの内容は必要に応じ見

直すこととした。また、遺伝子組み換え作物（Genetically Medified Organisms：GMO）検査に

ついて要望が出されたため、食品添加物の短期専門家TORに追加することとし、POに明記し

た。 

 

（７）地方視察について 

地方サイトであるテムコを訪問し、SEREMI表敬とともに、対象ラボ（検査室）も視察し、

供与機材の稼動状況や検査体制の確認を行った。あわせて、HACCP研修受講者に現在の活動

状況につきインタビューを行うとともに、輸出向け牛肉加工を行っているFRIGORIFICO社の

工場において、HACCP導入の現状について視察を行った。これら視察により、プロジェクト

活動が地方レベルでも着実に進展している点が確認できた。 
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３－２ プロジェクトの実績 

（１）投入の実績 

日本側、チリ側は、R/D及びPDM、POに基づき、以下の投入を行った。 

１）日本側 

ａ）専門家派遣 

長期専門家は、プロジェクト開始当初から中間評価時点まで、チーフアドバイザー、

業務調整員の２名を派遣している。また、HACCP、残留動物薬、マイコトキシンの分野

で計５名の短期専門家を派遣した。詳細は合同評価レポートのANNEX４のとおり。 

ｂ）C/P研修 

厚生省、ISP、SEREMIの計９名を対象にC/P研修を実施した。詳細は合同評価レポー

トANNEX６のとおり。 

ｃ）機材供与・技師派遣 

中間評価時点で、高速液体クロマトグラフ、安全キャビネット等６点の機材供与を行

っている。プロジェクト期間中に更に４点の機材を供与する予定で、手続き中である。

詳細は合同評価レポートANNEX７のとおり。 

ｄ）プロジェクト関係費用 

日本人専門家の活動に必要な経費の一部を支出した。プロジェクト開始からの支出費

用の合計は、2007 年度の予定を含み約 1692 万円。詳細は合同評価レポートANNEX８の

とおり。 

２）チリ側 

ａ）C/P 
プロジェクト・ディレクター以下、合計 25 名のC/Pを配置した。詳細は合同評価レポ

ートANNEX５のとおり。 

ｂ）ローカルコスト 

厚生省、ISP、SEREMIは、機材設置のためのラボ（検査室）改装費用等、計 424,396,123
ペソ1を支出した。詳細は合同評価レポートANNEX８のとおり。その他、厚生省内に長

期専門家の活動スペースと必要な家具類を用意し、長期・短期専門家の活動に必要な資

機材を提供した。 

 

（２）活動の実績 

PDM及びPOに基づき、以下のとおり活動を実施したことが確認された。 

 

                             
1 １US$＝525.00 ペソ＝¥121.59（2007 年７月 JICA 統制レート） 
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表３－１ 活動の実績 

活動 実績 

1-1 HACCP基礎研修及び監視研修のカリ

キュラム並びにテキストを作成する。 

HACCPの基礎及び監視研修に係るカリキュラムとテキストを

開発した。カリキュラムとテキストは、研修の後改訂を行って

おり、現在、第２版が、３回目の研修コースに向けて改訂中で

ある。 

1-2 食品衛生監視員にHACCP基礎研修及

び監視研修を実施する。 

厚生省とSEREMIの食品監視員 42 名に対し、HACCPに係る基礎

と監視方法の研修を実施した。 

1-3 HACCPモデルを作成し、食品業界への

HACCPの普及を促進する。 

プロジェクトでは、いくつかの食品に対するHACCPの具体的モ

デル作成の準備を始めていた。しかしながら、企業側は自分た

ちでHACCPモデルを作成しようとしているため、厚生省が

HACCPモデルを作成することは必要ないという結論に至った。

1-4 監視研修受講者に業務実施計画の作

成を指導し、進捗状況を確認する。 

研修を受講した監視員による食品企業に対するHACCP監視・指

導状況について６か月ごとに報告を求めることとした。 

2-1 新しい検査法の研修を実施する。 

 

対象となるラボ（検査室）に対して機材を供与し、研修が可能

となったことから、ISPと５つのSEREMIラボ（検査室）を中心

に、分析担当者に対して、第１回動物薬分析研修（４名）及び

マイコトキシン分析研修（６名）を実施した。ノロウィルス検

出に向けて具体的に活動を開始した。殺虫剤、微生物、動物薬

の研修について、実施準備中。 

2-2 研修対象外の食品について、当該検査

法の適用の妥当性を確認するための計画

を作成し、実施する。 

抗生物質、豚の動物用医薬品については、ISPで妥当性確認中。

マイコトキシン分析については、妥当性確認の準備中。 

2-3 検査法を文書化する。 本活動は上記 2-2 の妥当性確認の完了後、実施する。 

3-1 サンプリング対象食品を決定する。 当初計画では、2007 年６月より、国家モニタリング計画の策定

を開始、2008 年、国家モニタリング計画を施行することになっ

ている。しかしながら、国家モニタリング計画の実施は緊急の

課題であることから、2008 年の国家モニタリング計画の実施に

先だち、分析技術の移転により検査が可能になった動物薬及び

マイコトキシンについては、計画案作成の段階で 2007 年６月よ

りパイロットベースで試行される。 

3-2 サンプリング数、サンプリング方法を

決定する。 

本活動は、2007 年６月に開始された。サンプリング計画とサン

プリング方法が開発され、国家モニタリング計画に基づきモニ

タリングがパイロット試行されている。 

3-3 検体の取り扱い手順を作成する。 本活動は 2007 年６月に開始され、検体の取扱い手順マニュアル

を作成するための情報を編集しているところである。 

4-1 日本の経験を紹介する。 

 

食品のサンプリングにおける検体抽出方法についての日本の文

献・資料を共有した。リスクアセスメント／リスクマネージメ

ント、食中毒予防管理、日本の食品安全行政システムについて、

関係者に講演やセミナーを通じ情報共有した。 

4-2 チリの食品安全行政改善のための助

言を行う。 

プロジェクト運営会議（毎週水曜日）やその他の機会を利用し、

適宜日本での食品安全行政について日本人専門家が説明または

チリ側へのアドバイスを行った。 

 

３－３ 成果達成の見込み 

（１）アウトプット１：食品衛生監視員の能力が向上し、監視・指導の水準が高度化する。 

食品衛生監視員の能力には明確な向上が認められる。HACCPの基礎及び監視技術の研修に

参加したすべての受講者が所定の知識を得たことが研修最終日の理解度テストで確認された。

これにより、監視員は主として予防的概念に基づいた監視の実施、また食品製造ラインにお 
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ける企業が適用している衛生管理ツールの監視ができるようになったといえる。当初予定さ

れていたHACCPモデルの作成に関する活動は、企業が自主的に行っていることから、プロジ

ェクトとしては行わないことになったが（表３－１の 1-3）、監視・指導を向上させるための

活動としてHACCP監視マニュアルを計画しており、既に開発に着手している。2007 年 12 月

に完成する予定である。 

PDM0 では、HACCPを導入した企業の数とHACCP監視の数が成果１の指標となっている。

一方、HACCPは 2008 年３月に導入の予定となっているため、HACCP導入やHACCP監視に関

するこれら指標は、現在のところ収集を行う状況になく、成果１の指標達成度については不

明である 2。しかしながら、上述のとおり、監視員の技術的水準の向上が見られることから、

成果１は当初期待されていたとおり達成されつつあると判断される。 

 

（２）アウトプット２：協力対象ラボ（検査室）における食品検査能力が向上する。 

対象ラボ（検査室）における食品検査水準は向上しつつある。プロジェクトの活動により、

チリ側C/Pは、ノロウィルスと腸炎ビブリオの検出ができるようになった。また、微生物に関

する本邦研修が実施され、微生物検査能力が向上した。ISP、首都圏SEREMI、テムコの４名

の検査官が、以前はできなかった６種類の残留動物薬検出分析の実施ができるようになり、

ISPと３件のラボ（検査室）の６名の分析官が６種類のマイコトキシンの検出ができるように

なった。さらに、チリ側担当者が分析に必要な機材の操作ができるようになり、以前は行っ

ていなかった残留動物薬とマイコトキシンの分析方法が実施されている。短期専門家の活動

中に、初めて小麦粉の検体から高濃度のオクラトキシンが検出されたことも、検査能力の向

上を示しており、このことが食品安全の向上に資するものと考えられる。ラボ（検査室）の

内部精度管理・外部精度管理も向上しているが、ISO17025 認定（内部精度管理・外部精度管

理）の取得を通じて、更に継続的プログラムを実施することが必要である。ラボ（検査室）

における検査処理数（指標 2-3）は、これまでのところプロジェクトで特に記録していない

が、聞き取りによれば、プロジェクト開始以降、顕著な増加が認められる。 

 

（３）アウトプット３：厚生省による適切な国家食品モニタリング計画の策定が可能になる。 

国家食品モニタリング計画の策定準備は順調に進んでおり、2008 年に完了する予定である。

パイロットプロジェクトとして、残留動物薬とマイコトキシンに関するモニタリング計画が

策定され、まもなく試行される予定である。 

 

（４）アウトプット４：チリの食品安全国家プログラムのマネージメントが強化される。 

日本人専門家の助言やプロジェクトでの協議を通して食品安全プログラムのマネージメン

ト能力は向上するものと見込まれる。モニタリングの計画手法、登録・フォローアップ手法、

赤潮発生時の食品管理手法、輸入食品のサンプリング手法等に関する知識が向上した。食品

安全行政の一環として、厚生省では、2005 年 12 月より地方食品安全担当課長技術会議を定

期的に開催しており、こうした定期的な技術会議が食品安全行政を強化するための場として

活用されている。さらに、食中毒防止キャンペーンや食品安全関連セミナーが開催されてい

る。 

                             
2 後述する改訂 PDM では、現時点で収集可能な指標を設定し活動のアウトプットを明確にできるよう、指標の修正を行った。 
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３－４ プロジェクトの実施体制・実施プロセス 

 活動はおおむね当初の予定通り実施されている。チリ側ステークホルダーの高い関心・モチベ

ーションと日本側の適切な専門性がプロジェクト活動の円滑な活動を促進している。チリ側のモ

チベーションは非常に高く、またプロジェクトに必要な予算と人材を配置した。チリ側と日本側

のコミュニケーションは非常に良好である。毎週定例会を開催し、プロジェクトの進捗状況をモ

ニタリングし関係者の間で情報共有を行っている。円滑なコミュニケーションを図るため、必要

に応じ通訳を配置している。 

ISP、SEREMIを含む厚生省内の調整は、プロジェクトの進展に伴い向上している。厚生省本省

の担当者らの話によると、プロジェクト期間の前半ではまず厚生省本省の中での体制づくりを優

先させており、ISPやSEREMIとの関係はプロジェクトの後半に更に強化していく予定であったと

のことで、今回の調査で訪問したSEREMIの担当者の中には、厚生省本省とのコミュニケーショ

ンをさらに向上させる必要があるとコメントする者もいた。厚生省内での関連機関間のコミュニ

ケーション・調整はプロジェクト開始当初に比べ向上していると判断されるものの、より効果的

なプロジェクト実施のためには、更にコミュニケーションの向上を図ることが望ましいと思料さ

れる。 

 JICA本部とJICAチリ駐在員事務所はプロジェクトに必要な情報提供と支援を適切に行ってい

る。企業、産業組合、科学関連学会等民間セクターはプロジェクトに高い関心を示しており、プ

ロジェクトに対し、実習の受入れや情報交換等有益な協力を提供している。 

 プロジェクトの進捗にあたり外部条件の影響はあまり見受けられない。ISPの１名が研修受講後

に配置転換となったが 3、現在のところプロジェクト全体の進行に大きな影響を与えてはいない。 

プロジェクトの進捗に伴い、プロジェクトでは、その成果や環境の変化を考慮しPDMを見直し改

訂した。改訂したPDMとPOは合同評価レポートのANNEX２に添付している。主な改訂点は、成

果の記載順を時系列の流れを踏まえて変更（これに伴い指標、活動の番号も変更）、プロジェクト

の進捗と成果を踏まえ活動内容を整理、成果とプロジェクト目標の指標を現状を踏まえて修正、

外部条件を整理、その他記述・文言を整理したことである。詳細は付属資料６及び合同評価レポ

ートANEEX３の改訂点の比較を参照のこと。 

 また、改訂したPDM１に基づき、今後の専門家派遣の予定、専門家による技術移転の内容等を

チリ側C/Pと協議し、POを改訂した。改訂したPOについては、合同評価レポートANNEX２を参照。 

 

３－５ 特定テーマからの評価結果 

 ３－５－１ 食品安全行政・HACCP 
  食品安全行政を推進し、食品等の一層の安全性を確保するためには、①国としての食品安全

に関して揺るぎのない基本方針の策定、公表、②基本的方針に基づく各種法令、基準の整備、

③各種法令、基準を遵守させるための検査能力を含めた技術力の獲得、言い換えれば必要な人

材の育成・確保が必要であり、これらには、当然のことながら、予算の裏付けが不可欠である。 

チリにおける食品安全国家プログラム強化プロジェクトの第１回事前評価時においては、チ

                             
3 この受講者は、契約ベースで勤務していた者で、ISP で本プロジェクトに関連するポストの人材の公募を行ったところ、こ

の受講者のほか外部からの応募があり、審査の結果、外部からの応募者のほうが能力が高いとして採用されたため、受講者

が別の部署に配置転換になったものである。採用になった外部からの応募者はその後プロジェクトで活動している。厚生省

では契約ベースの勤務者が多く、契約勤務者を重要なポジションに配置し研修に参加させることはよくあることであり、ま

たこの配置転換は公正な公募の結果であったことから、このケースはやむをえないと考えられる。 
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リとしての 2010 年までに達成すべき４つの保健衛生目標に食品安全を含む環境衛生状況の改

善がそのひとつにあげられており、食品安全を担う厚生省の機構改革も公衆衛生部門と医療部

門の分離等が確認できたところであるが、技術協力の大きな柱のひとつであり、世界各国でそ

の導入が進められているHACCPについては、導入義務化に向けて法令改正の準備中であった。 

今回の中間評価においては、事前評価時に比べて、基本的な方向に変化はないか、また、政

策や予算等がどの程度、具体的に進捗したのかということを念頭に食品安全行政・HACCPにつ

いて評価した。 

 

 （１）食品安全行政 

１）2007 年５月の大統領施政方針演説においても、食品の品質確保が重要である旨の発言

があり、現政権においても、食品の安全性確保が重要な課題であるということが確認で

きた。 

２）必要な予算・人員の確保 

ａ）食品安全確保のための予算を増額要求中であるが、特に予算を必要とするモニタリ

ング計画の実施にあたっては、2008 年から３年分の予算要求〔単年度２億ペソ（約

4000 万円）、３年間で６億ペソ〕をしており、それが大蔵省から認められた場合には、

今後、特別な予算要求なしに継続して予算が認められるプログラムとなっている。 

ｂ）現政権も小さな政府を指向し、公共部門の人員は減少傾向にあるものの、食品安全

に関する部門については、強化の方向は認められている（優先権が与えられている）。

また、プロジェクトの技術協力対象の４か所の地域ラボ（検査室）については、人員

増を要求中である。また、具体的な事例として、2008 年に国内向けと畜場のと畜検査

権限をSAGに委任することから、国内向けと畜場に勤務していた 50 名のと畜検査員の

食品安全分野への移行についても関係機関と協議中であり、さらに、食品分析につい

ても、環境やその他の分野の分析を含むラボ（検査室）ネットワーク構築のため、48

名の増員を 2008 年に要求しているところである。 

なお、厚生本省としてもHACCPに係る機能を強化するため、SAGでHACCPを担当

していた者を厚生本省の担当官としてリクルートしてきた点についても、評価できる

ものである。 

ｃ）以上のように、食品安全行政を推進するとともに、自立発展性の基礎となる必要な

予算・人員の確保については、周辺環境が厳しいながらも、C/Pの高いモチベーショ

ンのもと、着実な成果が期待できる。 

 

 （２）HACCP 
１）HACCP導入の義務化 

食品製造施設へのHACCP導入義務化については、2006 年の７月 12 日付で規則が交付

された。これにより、まず、2008 年３月から乳製品等の大手食品製造施設を対象に義務

化が図られ、順次、６か月ごとに８次にわたり、義務化が適用されていくこととなる。

HACCPの義務化は、チリ内に流通する乳製品、食肉製品等の安全性を一層向上させるも

のと考える。 
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２）食品衛生監視員に対する教育・訓練 

本プロジェクトによるHACCP研修コースを終了した 42 名の食品衛生監視員が、教育

訓練内容を踏まえて、既に食品工場における食品衛生監視を実施している。テムコの

SEREMIに勤務し、研修コースを終了した食品衛生監視員へのインタビューでも、HACCP
に関する知識はきちんと習得できていると感じたが、さらに、営業者に対する指導内容

やコミュニケーションを一層的確なものとするため、３）に述べるHACCP監視マニュア

ルの作成及びそれに踏まえた監視経験の積み重ねが必要と考える。なお、HACCP研修コ

ースに参加した食品衛生監視員が、所属する地方事務所の他の食品衛生監視員に伝達講

習している点についても、モチベーションの高さを示すものとして評価できるものと考

える。 

３）HACCPモデル作成に関するPDMの変更 

当初のPDMには、その活動のなかに、「HACCPモデルを作成し、食品業界へのHACCP
の普及を促進する」という内容が盛り込まれており、プロジェクトとして、HACCPモデ

ルの作成を準備していたが、産業界側からニーズがなかったこと、また、食品衛生監視

員用のHACCP監視マニュアルのニーズが高かった状況を踏まえ、PDMをこの監視マニュ

アル作成に置き換えた。これは、プロジェクト成果のひとつである「食品衛生監視員の

監視指導の水準が上がる。」という事項にも適うものであり、適切と判断した。 

４）チリ内において整合性のとれたHACCPの導入 

チリにおいては、水産物の輸出に関してはSERNAPESCAが、食肉の輸出に関しては

SAGがHACCPの審査、承認等を実施している。このたび、SAGによりHACCPの承認を

受けているテムコのと畜場を視察する機会を得たが、短時間での視察ですべてを確認す

ることはできなかったものの、製造工程のある区画すべてがCCP（Critical Control Point：
重要管理点）であるとのと畜場側担当者の説明などを考えると、チリ内で、整合性のと

れた、国際標準に適合したHACCPの導入を図るため、関係機関と十分協議を進める必要

がある。 

 

 ３－５－２ 食品検査 

ISP及び地方ラボ（検査室）のテムコ試験所（第９州保健局試験所）を視察した。その際の主

な目的を①供与機材の稼動状況の確認、②短期専門家が技術移転した検査の進歩状況を確認す

ることとし、それぞれのC/Pから説明を受けた。 

 

 （１）ISP 
１）供与機材の稼働状況の確認 

プロジェクトの供与機材として合計 10 台の機器類が設置予定であるが（付属資料７．

供与機材稼働状況参照）、ISPには下記の３台が設置済み、設置中であった。 

ａ）高速液体クロマトグラフ／タンデム質量分析計〔（ High–Performance Liquid 
Chromatograph/Tandem Mass Spectrometer：LC/MS/MS）API-3200Q、機材番号１〕設置

済み 

ｂ）安全キャビネット（AC2-4EI, ESCO、機材番号５）設置済み 

ｃ）リアルタイムPCR（Roch light cycle 480、機材番号７）設置中 
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①状況 

付属資料７の機材番号１のLC/MS/MSについては動物用医薬品、マイコトキシン

の専門家が研修を終了している。C/PのLuis Roa検査官の説明によると、現在、機器

一部のであるロータリーポンプが故障中だが、業者に修理依頼中であり間もなく改

善するとのこと。故障前に分析したデータ類を提示し、各専門家が技術移転した内

容はほとんど検査可能である旨説明があった。いくつかの項目で更に検討が必要で

あるが、解決できるとのことであった。データ類を実際に確認した結果、若干ノイ

ズピークがあるものの良好な結果であった。機器点検記録簿も整備されていた。 

機材番号５の安全キャビネットについてはC/Pとして本邦研修を終了したビビア

ナ・カチカス分析官より説明があり、ノロウィルスの検査で約 100 サンプルほど実

施し、今後もその他の微生物検査に使用する計画であるとのことであった。機器点

検記録簿も整備されていた。 

機材番号７のリアルタイムPCRは搬入が終了したところで、設置据付けは今後で

あった。 

②評価結果 

機材番号１のLC/MS/MSは故障中であったものの、修理をして修復可能であるこ

とが確認できた。LC/MS/MSは本邦で使用しても故障は発生する。重要なのはそれ

を修復する修理体制（人員、予算等）があるか否かで、今後の継続利用に影響する。

ISPではこの体制が整っており評価できる。更に継続的な体制維持を期待したい。チ

リでは大きな修理になると、特別な技術を要する人員を諸外国（メキシコ、ブラジ

ル等）からの派遣となるため、時間を要する。しかし、時間をかければ修復可能で

あり、機器の継続利用につながる。また、ISPでは自身のラボ（検査室）のみでなく、

地方ラボ（検査室）への技術を共有する意識が高く、メーカー主催のLC/MS/MS研
修会にテムコ試験所の分析官を招集し開催していた。さらに、ISPの他の分析官、分

析技術技師も研修会に参加しており、供与機材が多くの人員に活用されることが期

待でき高く評価される。 

機材番号５の安全キャビネットについても、点検記録簿を確認すると日常に使用

していることがわかり、評価できる。今後も 2007 年 10 月予定の短期専門家の技術

移転により更に使用頻度が拡大するとことが期待できる。 

２）検査の進捗状況の確認 

マイコトキシンについては実試料の米、小麦を用いフモニシン、T-2 トキシンの検査

を実施している。動物用医薬品については牛肉中のクレンブテロール検査実施可能、ク

ロラムフェニコールについては標準品確認済みで実試料を検討中であった。2008 年より

動物用医薬品、マイコトキシン、農薬の国家モニタリングが計画されている（PDMに記

載）。それに先駆け 2007 年より動物用医薬品について試験的にモニタリング検査を実施

する予定であり、さらにマイコトキシンについても計画中である旨C/P Orialis Villarroel
食品課長より説明があった。 

モニタリング検査を計画することは、技術移転した検査技術を着実に定着させるのに

最も有効な方法である。検査経験を積むことで分析官、分析技師の技術向上につながり、

また、供与機材も効率的に活用されるであろう。さらに、検査結果で行政措置を行うと
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のことで、チリ内で流通する食品の安全性が向上することが期待できる。モニタリング

検査結果で行政措置が行われるということは、結果を出すISP、地方ラボ（検査室）もデ

ータの保証が必須となる。これについては事前調査評価でも述べているとおりである。

今後派遣される専門家はこの点を踏まえ、機器類の日常及び定期点検、試験品、試薬の

管理、結果の保証（内部・外部精度管理）等の手法を、技術移転時に検査手法と併せて

教示することが必要である。 

 

 （２）テムコ試験所 

１）供与機材 

テムコ試験所には下記の２台が設置済みであった。 

ａ）高速液体クロマトグラフ／タンデム質量分析計（LC/MS/MS API-3200 機材番号２）

設置済み 

ｂ）高速液体クロマトグラフ（HPLC/DAD/FLD Hitachi 2130 機材番号３）設置済み 

①状況 

機材番号２のLC/MS/MS及び機材番号３のHPLCについては動物用医薬品の専門

家が研修を終了している。C/Pのハビエル・アセンシオ分析官の説明によると、設

置後、順調に稼動しており、今までに分析したデータ類の一例を提示し、各専門家

が技術移転した内容はほとんど検査可能である旨の説明があった。実際にデータ類

を確認したところ良好なクロマトグラムであった。いくつか標準品の手配に時間を

要し、現在確認中の項目もあったが、専門家が技術移転した以外の項目でも自分た

ちで応用することで対応可能であった。機器点検記録簿も整備されていた。これら

の機器は精密機器であり、安定した電源供給が必要となる。テムコ試験所は突然の

停電に備え、無停電システムを備えていた。 

②評価結果 

①状況の項で記したとおり、機材番号２のLC/MS/MS及び機材番号３のHPLCは順

調に稼動している。データ類を確認した結果、専門家が技術移転した検査内容を実

試料で検討しており、着実に成果が反映されていると評価した。また、供与機材の

ための無停電システムの設置は供与機材を長期にわたり安定して使用する意識があ

り、高く評価できる。 

２）検査の進捗状況の確認 

試験所長Luis Quintana氏 分析官ハビエル・アセンシオ氏より説明を受ける。テムコ

試験所の業務内容を記したスペイン語の資料提出があった。 
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検査項目･･･実施可能→テトラサイクリン系抗生物質（TC, OTC, CTC） 

エンロフロキサシン、シプロフロキサシン、クロラムフェニコ

ール、フルメキン 

検討中→ゼラノール、17β-トレンボロン 

機器･･･ロータリーエバポレーター、超高速ホモジナイザー、振とう器、遠心器等、検

体保管用冷凍庫 

各１台ずつであるが残留動物用医薬品の検査を実施するための必要機器は

設置してあり、いずれも正常に稼動する。 

検体受付･･･独自のソフトを開発し、検体受付から結果作成までデータ管理している。

GLP･･･検査実施標準作業書、機器管理記録等実施している。 

その他･･･テムコ試験所は動物用医薬を中心に実施予定であるが、担当分析官が１名、

設置してある機器も各１台ずつで、最低限のサンプル数、検査項目数を実施

することは可能である。しかし、複数の検査項目を実施するには人員の増員、

機器類増設が必要と思料。 

 

３－６ 評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

チリのニーズとチリ側・日本側の政策に照らし、妥当性は高い。 

チリの政策においては、消費者保護のため、食品安全行政の向上は重要視されている。2005

年に保健改革の一環として、厚生省が組織改編され、これまで 1 名の次官が全体を統括して

いたが、公衆衛生部門が独立し、公衆衛生担当次官と保健ネットワーク担当次官の２名の次

官が配置されるようになった。これは、チリ政府の公衆衛生をより重視することになった姿

勢を示している。公衆衛生の中でも、食品衛生は消費者の健康に直接関連していることから

優先課題とされており、2000 年に策定された「2000～2010 年における健康指標」において達

成すべき目標として食品安全が重要課題にあげられている。また、現在、食品安全を取り巻

く環境は、食品生産の増加や多様化、食品製造に係る新たな技術の導入などの変化に直面し

ている。このような環境の変化に対応できるよう、食品安全行政の向上が一層求められてお

り、食品安全行政強化のニーズは高いといえる。 

日本側としては、チリに対するODAの４つの重点分野のうちのひとつが、環境保全と健康

改善になっており 4、この中に食品安全が含まれている。食品安全行政に関する協力は、日

本のODA政策に照らしても妥当性が高い。 

 

（２）有効性 

有効性は高い。アウトプットは、期待通り順調に達成されつつあり、HACCP導入とモニタ

リング計画策定の準備が順調に進んでおり、2006 年９月に、HACCP導入を義務化する規則

の改定が承認された。2008 年３月にはHACCP導入の義務化が施行され、2008 年に国家モニ

タリングプランが実施されることになっている。また、研修等により食品検査能力も向上し

ている。今後もプロジェクトが順調に進捗すれば、食品安全国家プログラムの実施体制強化

というプロジェクト目標達成の見込みは高い。 

４つのアウトプットはプロジェクト目標に論理的に関連しており、プロジェクト目標達成

                             
4 あとの３分野は、社会的格差の是正、貿易・投資環境整備、南南協力支援、となっている。 
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に貢献している。PDMに改訂を加えることにより、プロジェクトデザインの論理がより明確

になると思われる 5。 

 

（３）効率性 

効率性はおおね高い。投入はおおむね効率的に活用され、アウトプットを達成するために

貢献している。効率的な投入により、予定されたアウトプットは達成される見込みである。 

チリ側は、適切な数の職員をプロジェクトに配置した。配置されたC/Pは、適切な専門性を

持ちプロジェクト遂行にあたった。また、プロジェクトに必要なコストと資機材を提供した。

さらに、供与機材の設置に必要なラボ（検査室）の改装にかかる費用負担と必要な手配をチ

リ側が行った。これら投入により、プロジェクト活動が円滑に実施されている。 

日本側は予定されていた投入を実施した。必要なローカルコストは計画通りに支出されて

いる。専門家が技術支援を行った結果、チリ側C/Pが必要な知識と技術を獲得できた。チリ側

からは、日本人専門家によるHACCP研修に監査の実習がより多く含まれていればよかったと

いうコメントがあり、実習時間を多くとれれば、より効果的であったと考えられる 6。また、

研修内容が多いわりに派遣期間が短かったというコメントもあった。C/P研修は適切に実施さ

れ、受講者は研修により得た知識や技術を日常業務で活用している。 

供与機材の活用状況はほぼ良好である。供与機材のうち１点、最近納入されたLC/MS/MS
は、真空ポンプに障害があり、また、設置後あまり時間がたっておらずいまだ最適化に向け

ての調整の過程にあることから、システムが不安定で、現在のところ期待されていた効率性

を最大限に発揮するには至っていない。これにより、プロジェクト全体の進捗に大きな影響

を与えたわけではないが、2007 年３月から４月にかけて派遣された短期専門家は、予定され

ていた活動のすべてを完了することができなかった。部品に障害があったことは別としても、

この機材は最適の状態で稼動するに至るまでに調整の時間を要することは通常のことであり、

こうした事情を勘案したうえ、短期専門家の派遣時期を供与機材納入のタイミングとあわせ

調整できれば、より効率的であったと考えられる。機材は評価調査時点で、最適化に向けて

の調整が続いている状態である。また、障害のある部品は保証で交換する予定である。障害

が復旧し、最適化作業が完了すれば、LC/MS/MSは完全に効率的な状態で稼動し活用される

見込みである。上記LC/MS/MS以外の機材は良好に作動しており、維持管理状況も良い。ま

た、これら機材は十分に活用され、成果達成に貢献しているといえる。 

日本人専門家、チリ側C/Pともに、予定された活動を実施している。日本人専門家は適切な

専門性を持ち、技術移転が順調に行われている。チリ側C/Pは通常業務で多忙にもかかわらず、

プロジェクトに対し高い意欲をもって必要な時間を割き活動に参加しており、成果の順調な

達成に貢献している。プロジェクトの研修に参加した分析官のうち１名が、研修後に異動に

なり、研修当時想定されていた業務についていない。こうした人事異動は、チリ側のやむを

えない事情はあるにせよ、投入の効率性を高めていくうえで今後の課題になると思われる。 

合同調整委員会は、2006 年９月に開催され、プロジェクトの進捗を確認しその後のプロジ

ェクト計画を協議する機会として有用であった。合同調整委員会は年 1 回開催することにな

っている。 

                             
5 このため、後述する PDM の改訂において、成果の記述の順序を変えたり、指標や活動の修正を行った。 
6 ただし、そのためには実習先の企業の協力を確保することが必要になってくる。 
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投入をより効率的にアウトプットに結びつけるため、今後の活動上の主な課題は、HACCP
監視マニュアルの作成と国家モニタリングプランの実施を確実かつ適切に行うことである。 

 

（４）インパクト 

高い正のインパクトが見込める。 

現在のプロジェクトの進捗が維持され、引続きプロジェクトによる成果を持続させる努力

がなされれば、上位目標達成の見込みはかなり高い。上位目標達成のためには、食品関連企

業によるHACCP遵守状況をモニタリングすること、及び本プロジェクトに関する指標（合同

評価レポートANNEX２の改訂PDM１参照）のデータ収集を開始し、上位目標達成に向けよ

り適切なプロジェクトのモニタリングを行っていくことが重要である。 

予期せぬインパクトがいくつか認められる。まず、民間企業や企業組合等を含めた食品安

全にかかわる機関の協力が強化されたことがあげられる。さらに、本プロジェクトの実施に

より、厚生省のラボ（検査室）におけるインフラ整備と機材交換のプログラムが促進された。

これは、厚生省独自のプログラムであるが、本プロジェクトの事前調査の際にラボ（検査室）

の調査を行ったことがきっかけとなり、全国の厚生省管轄下のラボ（検査室）の分類を行っ

たうえ、ラボ（検査室）の施設の整備を進めているもので、2007 年末に整備が完了する予定

である。また、本プロジェクトはチリ内を対象としたものであり、国外に向けた効果の発現

は本来見込んでいなかったが、これまでのプロジェクトの進捗をみると、国外に向けてのイ

ンパクトが期待できそうである。厚生省本省とISPは、今後食品安全分野において近隣諸国と

の協力活動を推進していく予定であるが、これにあたっては、プロジェクトで得た知識を活

用することにより、質の高い活動がより一層進められるものと期待されている。また、国内

における食品安全が強化されたことで、この成果が輸出向け食品にも波及し、将来的には、

輸出向け食品の競争力が高まる可能性が期待されている。 

負のインパクトは特に認められない。 

 

（５）自立発展性 

自立発展性の見込みは高い。チリの政府の食品安全を重視する政策は今後も維持されるこ

とになっており、2010 年までに必要な予算と人員の配置を行う決定を行っている。技術的自

立発展性も高く、研修を受けた職員は既にその知識と技術をSEREMI内の他の職員に伝達し

ており、厚生省は、技術水準を維持・向上させることを目的としたこうした研修やセミナー

を開催するための予算を配分することを計画している。 

プロジェクトはこれまで順調に進捗しており、順調な進捗の貢献要因がいくつか考えられ

る。まず、プロジェクトがチリの保健・食品安全政策と合致していたことがあげられる。こ

のため、チリ側の必要な予算と人員の配置を比較的容易に行うことができ、またC/Pのモチベ

ーションが高かった。一方、日本人専門家も同様にモチベーションが高く適切な専門性を持

ってプロジェクトに取り組んだ。チリ側・日本側双方の努力により、技術移転が順調に行わ

れ、更にチリ側はその技術を普及するための努力を始めている。例えば、地方食品安全担当

課長会議の開催や研修の受講者による他の職員への伝達講習などは、技術普及の一環といえ

る。今後プロジェクトの自立発展性を促進するためには、チリ側食品安全の政策課題を達成

するために継続的に予算と人員を配置すること、研修を受けた監視員や分析官が他の人員に
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伝達研修を実施することを含めた継続研修プログラムを確立することが、重要な要因となる

であろう。 
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第４章 提言及び今後の計画 
 

４－１ 提 言 

 これまでの評価結果に基づき、プロジェクトに対し以下の点が提言された。 

 

（１）プロジェクト全体及びHACCPに関する提言は以下のとおりである。 

・上位目標のモニタリングのために、指標に食中毒発生件数を含めるべきである。 

・全国で平準化された監視を実施するため、HACCP監視のマニュアルをプロジェクトで作

成しているが、2007 年中に作成を完了することが望ましい。 

・地方におけるHACCP監視の監督、支援をするため、HACCP監視に係る具体的プログラムを

作成することが望ましい。 

・サンプリング計画にあたっては、短期専門家や本邦研修による支援を行わないため、日本

側から情報提供や助言を受けつつチリ側で作成することとし、またチリ側で食品衛生監視

員に対するサンプリングに関する研修を実施すること。 

・予算、人員の確保については比較的対応できている模様であるが、プロジェクトの自立発

展性のためにも、チリ側が今後更なる予算・人員の確保をめざすことが望ましい。 

・プロジェクトで基礎／監視コースを受講した技術者は、それぞれの地域で他の監視員の「監

視役」となり指導を行うことが望ましい。また、そのための予算を厚生省で確保する。 

・人事異動について、技術移転をした者についてはその後すぐに異動などにならないように

配慮する。やむをえない異動の場合は、十分な引継ぎをすることが重要である。 

また、日本人専門家派遣について、C/Pの異動の可能性がわかっている場合は、異動後に

派遣をするなどの柔軟な対応を行うことを検討する。 

・国内食品産業に適用されるHACCPシステムを標準化するため基準を統一することが望ま

しい。そのために、SAG、SERNAPESCAとの技術的統合をはかり、HACCPと監視の基本

的内容と手続きを統一していく必要がある。 

・全国のSEREMIにおいてHACCP監視の専門チームを創設すること、及び厚生省本省の調

整により国内における監視実施の支援と監督を行う専門家チームを創設することを提言す

る。 

・短期専門家派遣時は、技術移転の内容にあった必要な期間を十分検討のうえ、実施するこ

とが望ましい。 

 

（２）検査部門に関する提言、提案は以下のとおりである。 

・短期専門家の派遣は、供与機材の設置後、適切なタイミングで行うことが望ましい。 

・LC/MS/MS等の供与機材については保証期間に限りがあるので（LC/MS/MSで２年）保証

期間終了後の運用、維持管理のためのチリ側による予算化が必要である。 

・修理記録は必ずISPにて保管すること。あまりに一部の機器が集中して故障する場合は、メー

カーへのクレーム資料として使用する。 

・ISP及び地方ラボ（検査室）において、機器の運用管理方法を長期にわたり担当するC/Pを配

置することが必要である。さらに、このC/Pは、機器の原理、操作方法を理解し、保守を

行うほか、機器の運用管理の技術を他の分析官へ移転する。 
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・製造業者による機器の研修を実施することが望ましい。定期的に実施することにより可能

な限り多くの分析官に技術移転することが可能になる。 

・ISPで実施した機器の運用管理方法を確実に地方ラボ（検査室）へ技術移転することが必要

である。 

・専門家が派遣された地方ラボ（検査室）は、機器の運用管理についてラボ（検査室）内で確

実に技術移転すること。 

・技術移転した内容を効果的に活用するためにも、適切な国家食品モニタリング計画の早

期策定が必要である。 

 

４－２ 今後の計画 

 中間評価で改定したPDM、PO（付属資料１）に基づき、活動を進めていく。 

 今後、動物医薬品検査、残留農薬(第２回目)、微生物、HACCP（第３回目）、食品添加物（GMO
含む）、ヒ素・メチル水銀の短期専門家派遣が予定されている。なお、「ヒ素・メチル水銀」につ

いては、チリ側の希望と日本側のリソースのマッチングを検討したうえで、その内容を確定する。 

 チリ側は上述に加え、サンプリング研修を実施する。日本側では、現在、サンプリング研修に

係る資料の収集を行っており、2007 年内にそれら資料の翻訳を終える予定である。本資料を基に、

2008 年度初旬にチリ側独自でサンプリング研修を実施予定である。 

 また、HACCP監視マニュアルについては、現在東京都のマニュアルを基に翻訳中であり、これ

も同様に 2007 年内にその翻訳を終える予定である。 

 

 

 



付 属 資 料 

 

１．PDM、PO 最新版（和文） 
 

２．ミニッツ、合同評価報告書（英文・西文） 
 
３．質問票 
 
４．質問票集計 
 
５．評価グリッド 
 
６．PDM の改訂ポイント 
 
７．供与機材稼動状況（中間評価時） 
 
８．インタビュー結果、会議メモ 
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プロジェクトデザインマトリックスＰＤＭ 

 

食品安全国家プログラム強化プロジェクト 期間：2005 年 12 月から 2008 年 12 月まで 

対象地区：チリ国 ターゲットグループ：厚生省、ＩＳＰおよび州保健局の食品安全分野のスタッフ バージョン：Ｎｏ１ 

プロジェクト要約 指標 入手手段 外部条件 

上位目標    

チリ国内で流通する食品の安全性が向上し、チリ国内消

費者の健康保護の水準が高まる。 

 

・2008 年から 2015 年の期間で流通

食品の違反率の明らかな減少傾

向が見られる 

厚生省による食品安全検査年次報

告 

 

・チリの食品安全政策が変更され

ない。 

 

 ・2008 年から 2015 年の期間で食中

毒発生数の明らかな減少傾向が

見られる。 

厚生省による食中毒統計年次報告

書 

 

プロジェクト目標    

HACCP と食品残留モニタリングの導入により、チリの

食品安全国家プログラムの実施体制が強化される。 

 

１ 2008 年 12 月までに、食品衛生

規則技術的規準によるすべて

の第１対象施設数が HACCP を

導入する。 

各州保健局によるHACCP導入状況

報告書 

・食品に関わるステークホルダー

（関係省庁、民間セクター、消

費者等）がそれぞれの役割を適

切に果たす。 

 

 ２ 2008 年 12 月までに、残留およ

び病原体モニタリングのため

の食品サンプル数が少なくと

も 500 以上、さらに分析物質数

は少なくとも 2500 に達する。

ISP および厚生省管轄の試験所によ

る報告 

 

アウトプット    

１ 厚生本省の食品安全行政遂行能力が向上する。 

 

1-1 2008 年９月までに、HACCP
監視の監督計画が策定され

る。 

1-1 HACCP 監視の監督計画書 ・厚生省が HACCP 導入とモニタ

リング計画に必要な予算と人員

を保証する。 

 1-2 2008 年 9 月までに、国家食品

残留モニタリング計画が策定

される。 

1-2 国家食品残留モニタリング計

画書 

・食品産業への HACCP 義務化が

法的に施行される。 

２ 食品衛生監視員による監視・指導の水準が向上す

る。 

 

2-1 2008 年 12 月までに、HACCP
監視指導能力を獲得した食品

衛生監視員数が 63 名に達す

る 

 

2-1 厚生省による HACCP 研修実

施報告書（最終試験結果と出

席記録） 

 

 



 

－
3
0
－

 2-2 2008 年 12 月までに、食品企

業への HACCP 監視数が少な

くとも 126 に達する 

2-2 各州保健局による HACCP 監

視報告書 

 

 

３ 厚生省管轄の試験所における食品検査能力が向上

する。 

 

3-1 2008 年 12 月までに、厚生省

管轄の試験所での検出可能な

食品検査項目数が少なくとも

50 に達する。 

3-1 ISP による報告書 

専門家報告 

 

 

 3-2 2008 年 12 月までに、新しい

食品検査方法を習得した分析

官数が少なくとも 30 名に増

加する。 

3-2 ISP による報告書 

専門家報告 

 

 

４ サンプリングの計策定及び実施の能力が向上す

る 。 

 

4-1 2007 年 12 月までに、サンプ

リングマニュアルが作成され

る。 

4-1 サンプリング手順マニュアル  

 

 4-2 2008 年 12 月までに、サンプ

リングを習得した技師が全州

で少なくとも 30 名に達する。

4-2 サンプリング研修実施報告書

（最終試験結果と出席記録）

 

活動 投入   

1-1）HACCP 監視システムの修正の可能性を評価する

ために、日本とチリでのそれぞれのシステムの比

較分析を行う。 

＜日本＞ 

・人材 

 

＜チリ＞ 

・人材 

 

 

1-2）チリ食品モニタリング国家プログラムの開発のた

めの土台として、日本の食品モニタリングシステ

ムの分析を行う。 

 

長期専門家 

  チーフアドバイザー 

  業務調整員 

 

・カウンターパート 

  プロジェクト･ダイレクター 

  プロジェクト・サブダイレクター

  プロジェクト･マネージャー 

  プロジェクト・サブマネージャー

 

 

2-1）HACCP 基礎研修及び監視研修のカリキュラム並

びにテキストを作成する。 

 

短期専門家 

  HACCP、残留動物薬、マイコ

トキシン他 

  

 

2-2）食品衛生監視官に HACCP 基礎研修及び監視研修

を実施する。 

・施設  

 

2-3）食品衛生監視員のための HACCP 監視マニュアル

を作成する。 

・機材供与 

  HPLC-MSMS/DAD 
  HPLC-MS/UV-VIS  
  HPLC/DAD/FLD  
  HPLC/DAD/FLD/FRAC 
  安全キャビネット 

  GCMS/FTP 

・機材 

  標準物質 

  消耗品 

 

 

 

 



 

－
3
1
－

2-4）各州保健局での HACCP 監視状況をモニタリング

する。 

 前提条件 

3-1）新しい検査法の研修を実施する。 ・ローカルコスト ・HACCP 導入の前提となる GMP
が制定されている。 

3-2）モニタリング計画を考慮の上、他の食品群へ新し

い検査方法を適用する。 

  リアルタイム PCR 
  HPLC/DAD/FLD 
  GC/FID/ECD/NPD 
  原子吸光光度計 

 ・ラボの検査が法律に基づいて実

施されている。 

3-3）検査法を文書化する。  ・HACCP 研修に企業の協力が得

られる。 

4-1）食品サンプリング研修を行う 

 

 ・ラボに廃棄物に関する内部基準

がある。 

4-2）サンプリング手順マニュアルを作成する。 

・研修員受入 

  食品安全行政 

  HACCP 
  ラボ精度管理 

  腸炎ビブリオ・ノロウィルス 

  食品理化学 

  食品微生物 
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長期：チーフアドバイザー

長期：業務調整

短期：残留動物薬（2)、マラカイトグリーン 1 2

短期：ヒ素及びメチル水銀

短期：マイコトキシン、

短期：残留農薬（1）、（2） 1 2

短期：微生物

短期：食品添加物、GMO

短期：HACCP

本邦ＣＰ研修 3 3 1 1

中間評価調査

終了時評価調査

成果1 ：保健本省における食品安全行政遂行能力が向上する  

1-1

2008年12月までに、
HACCP監視に関する保健
本省による監督・支援計画
が策定される。

厚生省食品部顧問
Silvia Baeza

C/P
L/Expert
C/P training

1-2
2008年12月までに、国家モ
ニタリング計画が策定され
る。

厚生省食品部顧問
Silvia Baeza

C/P
L/Expert
C/P training

成果2：食品衛生監視員による監視・指導の水準が向上する。

2-1 1）2008年３月までに
HACCPテキストが作成され
る。
2）2008年12月までに、テキ
ストの改訂が行われる。

厚生省食品部顧問
Carlos Pavletic

C/P
S/Expert

2-2 # #
2008年5月までに、HACCP
基礎･監査研修受講者が63
名に達する。

厚生省食品部顧問
Carlos Pavletic

C/P
研修会場、実習
工場

S/Expert
C/P training

2-3 2007年12月までに食品衛
生監視員のためのHACCP
監視マニュアルが作成され
る。

厚生省食品部顧問
Carlos Pavletic

C/P
S/Expert

2-4 2008年５月までにHACCP
監視状況報告書が作成さ
れる。

厚生省食品部顧問
Carlos Pavletic

C/P
S/Expert
L/Expert

2008

2

投入
到達目標活動

HACCP基礎研修及び監視研修のカリキュラム並びにテキス
トを作成する

食品衛生監視員に対してHACCP基礎研修及び監視研修を
実施する

食品衛生監視員のためのHACCP監視マニュアルを作成する
（２００７年１２月）

責任者
2006 2007

各州保健局でのHACCP監視状況をモニタリングする

HACCP監視システムの修正の可能性を評価するために、日
本とチリでのそれぞれのシステムの比較分析を行う。

チリ食品モニタリング国家プログラムの開発のための土台と
して、日本の食品モニタリングシステムの分析を行う。

第1版 第2版 第3版

CP Training

CP Training
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2008 投入
到達目標活動 責任者

2006 2007

成果３：保健省ラボネットワークにおける食品検査能力が向上する

3-1

3-2

3-3

1)
動物薬①（1.ﾌﾙﾒｷﾝ、2..エンロクサキサシン、3.シプロフロサキシン、4.ｵｷｼ
ﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ、5.テトラサイクリン、6.クロルテトラサイクリン、7.ｸﾛﾗﾑﾌｪﾆｺｰﾙ、
8.ｾﾞﾗﾉｰﾙ、9.αﾄﾚﾝﾎﾞﾛﾝ・10βﾄﾚﾝﾎﾞﾛﾝ）②(1.サルファ剤、２．ニトロフラン、
3.マラカイトグリーン）

S/Expert

　　①事前準備：プロトコールの翻訳；標準物質，試薬，器具の準備 LC-MSMS,
　　②検査方法の研修：特定の食品マトリクス 1 2 LC-DAD,FL
　　③妥当性確認：②で実施した以外の食品マトリクス

　　④検査法の文書化（マニュアル作成）

2) メチル水銀、ヒ素 ＩＳＰ S/Expert

　　①事前準備：プロトコールの翻訳；標準物質，試薬，器具の準備 食品化学課チーフ GC-ECD

　　②検査方法の研修：特定の食品マトリクス Emilia Ramond AAE

　　③妥当性確認：②で実施した以外の食品マトリクス

　　④検査法の文書化（マニュアル作成）

3) ﾏｲｺﾄｷｼﾝ（1.ｵｸﾗﾄｷｼﾝA、2.ﾃﾞｵｷｼﾆﾊﾞﾚﾉｰﾙ、3.ニバレノル、4.T-2トキシン、
5.フモニシンB1・B2、6.ゼアラレノン（αゼアレラノル、βゼアレラノル、ゼア
レノル代謝物質を含む）)

ISP S/Expert

　　①事前準備：プロトコールの翻訳；標準物質，試薬，器具の準備 食品化学課チーフ HPLC

　　②検査方法の研修：特定の食品マトリクス Orialis Villarroel LC-MSMS

　　③妥当性確認：②で実施した以外の食品マトリクス

　　④検査法の文書化（マニュアル作成）

4) 残留農薬①（シハロトリン、ｼﾏｼﾞﾝ、ﾀｰﾊﾞｼﾙ、ﾃﾞﾙﾀﾒﾄﾘﾝ、ﾌｪﾝﾊﾞﾚﾚｰﾄ、ﾍﾞﾙﾒﾄ
ﾘﾝ、アトラジン、イソプロチオラン、エチオン、クロルピリホス、ジフェノコナ
ゾール、シフルトリン、テトラコナゾール、トリアゾホス、トリアジメノール、ピ
リミホスメチル、ピリメタニル、フェニトロチオン、メチダチオン）、②除草剤
（ｸﾞﾘﾎｻｰﾄ他）

SEREMI(Talca)ラボ
Jaime Lopez

S/Expert

　　①事前準備：プロトコールの翻訳；標準物質，試薬，器具の準備 ISP GC-MS

　　②検査方法の研修：特定の食品マトリクス 1 2 農薬担当官 LC-MSMS

　　③妥当性確認：②で実施した以外の食品マトリクス Marcelo Soto HPLC

　　④検査法の文書化（マニュアル作成）

5)
微生物(黄色ブドウ球菌 , 腸炎ビブリオ、リステリア・モノサイトゲネス、腸管
出血性大腸菌O157:H7） ISP S/Expert

　　①事前準備：プロトコールの翻訳；標準物質，試薬，器具の準備 食品微生物課チーフ Real Time PCR 

　　②検査方法の研修：特定の食品マトリクス Viviana Cachicas Safety Cabinet

　　③妥当性確認：②で実施した以外の食品マトリクス C/P training

　　④検査法の文書化（マニュアル作成）

2008年4月までに検査法が
文書化される

2008年11月までに検査法
が文書化される

2008年9月までに検査法が
文書化される

2007年9月までに検査法が
文書化される

新しい検査法の研修を実施する。

モニタリング計画を考慮の上、他の食品へ新しい検査方法を
適用する。

検査法を文書化する。

ISP動物薬ラボ担
当 Luis Roa

SEREMIマウレラボ
Javier Asencio

C/P
標準物質、試薬、
器具等

C/P
標準物質、試薬、
器具等

C/P
標準物質、試薬、
器具等

C/P
標準物質、試薬、
器具等

C/P
標準物質、試薬、
器具等

2008年5月までに検査法が
文書化される

CP Training
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2008 投入
到達目標活動 責任者

2006 2007

6)
食品添加物（ｻｲｸﾗﾐﾝ酸、ｻｯｶﾘﾝ、ｱｽﾊﾟﾙﾃｰﾑ、着色料、BHT、BHA、
TBHQ)、GMO

ISP S/Expert

　　①事前準備：プロトコールの翻訳；標準物質，試薬，器具の準備 食品化学課チーフ HPLC-DAD,FL

　　②検査方法の研修：特定の食品マトリクス Emilia Ramond LC-MSMS

　　③妥当性確認：②で実施した以外の食品マトリクス C/P training

　　④検査法の文書化（マニュアル作成）

成果4：サンプリング計画策定能力及び現場におけるサンプリング遂行能力が向上する   

4-1
厚生省食品部顧問
Silvia Baeza

C/P
L/Expert
C/P training

4-2
厚生省食品部顧問
Silvia Baeza

C/P
L/Expert
C/P training

2008年11月までに検査法
が文書化される

サンプリングについての技術研修を行う。

サンプリングの手順マニュアルを作成する。

2007年12月までに、サンプ
リングの手順マニュアルを
作成する

C/P
標準物質、試薬、
器具等

CP Training
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